
区分 経費区分

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

 国庫 起債
その他
特定
財源

 一般
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

緊急森林整備事業 継続 政策的経費 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの森林・林業基本計画 ○ ○ H21 11 123,302 87,968 35,334 ○ △ 40,879

県産材サプライチェーン構築事業 継続 政策的経費 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの森林・林業基本計画 ○ H30 2 6,567 6,567 ○ △ 1,983

「新ふくいの森林・林業基本計画」（仮称）改定事業 新規 政策的経費 ふくいの森林・林業基本計画 ○ H31 1 843 843

県産材を活用したふくいの住まい支援事業 継続 政策的経費 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの森林・林業基本計画 ○ ○ H19 13 91,719 91,719 ○ △ 3,565

県産材のあふれる街づくり事業 継続 政策的経費 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの森林・林業基本計画 ○ ○ H23 9 10,120 10,120 ○ △ 4,030

ふくい県産材都市圏販路開拓事業 継続 政策的経費 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの森林・林業基本計画 ○ H29 3 8,847 8,847 ○

林業担い手確保・定着事業 継続 政策的経費 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの森林・林業基本計画 ○ ○ H27 5 3,050 3,050 ○ △ 600

ふくい林業カレッジ研修事業（森の担い手育成コース） 拡充 政策的経費 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの森林・林業基本計画 ○ ○ H28 4 33,646 15,000 18,646 ○

木質バイオマス発電用燃料供給拡大支援事業 継続 政策的経費 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの森林・林業基本計画 ○ H26 6 107,100 107,100 ○

間伐材搬出拡大事業 継続 政策的経費 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの森林・林業基本計画 ○ H27 5 56,100 56,100 ○

コミュニティ林業支援事業 継続 政策的経費 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの森林・林業基本計画 ○ ○ H22 10 28,174 28,174 ○

9 8 469,468 102,968 35,334 331,166 1 4 5 △ 51,057

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井ふるさと元気宣言

における位置付け
関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

平成
３１年度
予算額

 財源内訳

平成３０年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 県産材活用課 （単位：千円）



課長名

■ ■ H21 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 11 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

実績を踏まえた３１年度の変更点

　平成29年度実績
　・山ぎわ集落間伐促進事業
        間伐面積：331ha、路網整備：51,213m
　・公的分収林緊急始尾事業
　　　　間伐面積：34ha、路網整備：7,424m

県有林における保育間伐の減

□ 整理統合 □ 廃止

□ 拡充

内 部局名

完了

事業評価

□ 継続 □

課名

補助率 法 定 受 託 事 務

事 務
区 分

事業主体 事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

□

■

事 業
区 分

市町との連携状況

　国の交付金等を活用し、間伐の推進に加え、間伐材を搬出するための路網の整備や間伐材加工施設等の整備など、林業振興のための対策を総合的に実施する。

　（１）間伐対策（国庫：１０/１０）
　　　　・県有林における間伐および路網整備

　（２）木材利用対策（補助率：１/２以内）
　　　　・高性能林業機械の導入に対する支援

　（３）積立金
　　　　・木質バイオマス発電施設に資金融通した補助金の償還金（H29～H43）

　（４）基金返還金

　

休止

△ 40,879

□ その他

［事業の評価]

前年度の実績

縮減 □ 終期の見直し 見直し額

定額、1/2

緊急森林整備事業

補 助 金 H43

実行予算

そ の 他

［事業目的］

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

関連する県の計画等 〔 〕ふくいの森林・林業基本計画

県産材活用課 鈴木　清史

県、森林組合等

事業実施方法

区分 継続 経費区分 農林水産部政策的経費 シーリング

補助、繰出金

前事業の有無・実績

事業名

［想定される受益者数］

（実績）

自 治 事 務

ビジョン  〔 元気な産業

政　　策  〔 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ
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課長名

■ ■ H21 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 11 年

（諸）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

298,304 720,219 144,200 164,181

291,076 1,437,391 1,761,558 1,580,235

1,453,979 648,751 647,208

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(110,000) (113,000) (128,000) (134,000)

122,089 134,109 126,997

(4,000) (4,000) (4,000) (4,000)

4,368 4,597 3,976

□ 無

■ 有

部局名 鈴木　清史課名 県産材活用課農林水産部区分 経費区分 政策的経費 シーリング 内継続

緊急森林整備事業

（役割分担）

【関連事業】：5ha以上の大規模な森林を対象に間伐などを実施

区　　　　　　分 ３１年度

成果指標
県全体の間伐材生産
（㎥）

(目標) (140,000)

実績

目標・指標の考え方・積算根拠

ふくいの森林・林業基本計画 （平成３１年度に１４万㎥）

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

活動指標 県全体の間伐面積（ha）
(目標) (4,000)

事業名

前年度までの
主な増減理由

　
　H27：国経済対策分をH26に前倒しして、予算措置したことによる減

　H28：国経済対策分を当初予算措置したことによる増

　H29：国経済対策分をH28.2補正に前倒しで予算措置したことによる減

　H30：国経済対策分をH29.2補正に前倒しで予算措置したことによる減

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

補 助 金

当 初 予 算 額 の 推 移

実績

造林補助事業（公共）

123,302

区分 一般財源 国庫、その他財源の名称等

決 算 額 の 推 移

事業実施方法 補助、繰出金

補助率 定額、1/2 法 定 受 託 事 務

実績等を踏まえた３１年度の変更点

県有林における保育間伐の減

事 務
区 分

自 治 事 務

H43

そ の 他

事業費 国庫 起債

事業
開始
年度

実行予算

35,334

事業主体 県、森林組合等

その他

事 業
区 分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

予算額

123,302 87,968 0
　国庫：林業・木材産業成長産業化促進対策交付金
　諸収入：補助金等返還金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度

- 2 -



課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

［受益者］ 森林所有者および製材所等

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 1,983

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

直送による県産材（Ａ材）の供給見込み：3,000㎥
地上レーザで１日に測量可能な面積を増したことによる減
額

□ 拡充 ■ 縮減

　（１） 各種（川上・川中・川下）情報の集積と管理

　（２）丸太の品質等調査の実施（生産される丸太の曲り・規格・本数を計測）

　（３）需給調整会議の開催

　（４）商談会の開催（県産材の生産・供給調整）

［想定される受益者数］ 森林所有者900人、製材加工業者14社

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

〕

［事業目的］

　森林資源が利用期へと移行する中、県産材の利用量を増加させるため、丸太生産者と製材事業者の情報の共有を図り、製材業者のニースに応じて安定的かつ効率的
に丸太を直送する流通システムを構築する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

関連する県の計画等 〔 ふくいの森林・林業基本計画
ビジョン  〔 元気な産業

政　　策  〔 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託（委託先：福井県森林組合連合会） 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

県産材サプライチェーン構築事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

8,550

8,550

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(189,000)

(3,000)

■ 無

□ 有

他県の状況

（類似の取組）
京都府
・各森林組合から原木供給情報を収集し、その情報に基づき、木材の需
要先との交渉を行い、出荷協定を締結
・毎年、協定に基づき原木を出荷
　→ 京都府内の製材所に年7,000㎥の府産材を出荷

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
直送による県産材の供給
（㎥）

(目標) (3,000)
コミュニティ林業500haから直送（6㎥/ha）

実績

成果指標
県全体の県産材生産
（㎥）

(目標) (189,000)
ふくいの森林・林業基本計画 （平成３１年度に１９５千㎥）

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 6,567

地上レーザで１日に測量可能な面積が増したことによる減額２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

6,567 6,567

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託（委託先：福井県森林組合連合会） 補 助 金

県産材サプライチェーン構築事業
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課長名

■ ■ H31 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

検討委員会を設置し、平成２６年度に「ふくいの森林・林業基本計画」を策
定

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　
 （１）現状および課題の分析

 （２）検討委員会の設置、検討（３回）

 （３）関係団体等との意見交換会の開催

 （４）新計画の作成・印刷

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名 「新ふくいの元気な森・元気な林業戦略」（仮称）改定事業

〕
政　　策  〔

［事業目的］

現行の計画が計画期間を迎えること、国内外の情勢の変化や時代の変化を見越した林業を推進するため、新たな計画を策定する検討委員会を設置、開催する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔
関連する県の計画等 〔 ふくいの森林・林業基本計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

「新ふくいの森林・林業基本計画」（仮称）改定事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史
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課長名

■ ■ H31 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

■ 無

□ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 検討会の開催
(目標) (3)

実績

成果指標

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 843

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

843 843

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金

「新ふくいの森林・林業基本計画」（仮称）改定事業
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課長名

■ ■ H19 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 13 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

県産材を活用したふくいの住まい支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助、委託 補 助 金 H32

事業主体 県、個人
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕

［事業目的］

　県産材を活用した優良な住宅の普及を促進するため、県産材を活用した新築およびリフォームを助成するとともに、一定の要件を満たす木造住宅の取得に対し支援
を行う。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

関連する県の計画等 〔 ふくいの森林・林業基本計画
ビジョン  〔 元気な産業

政　　策  〔 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ

　（１）県産材を活用したリフォームへの支援
　　　　・県産材リフォーム部材の費用の一部を助成することにより、県産材の需要を開拓するとともに豊かな住環境を整備
　　　　　補助金額：１５万円／件

　（２）県産材を活用した新築住宅への支援
　　　　・敷地面積２００㎡未満
　　　　　県産材を６０％以上かつ県産柱材３０本以上使用した在来工法による新築住宅の取得　３０万円/件
　　　　　県産材を７０％以上かつ県産柱材３０本以上使用した在来工法による新築住宅の取得　４０万円/件
　　　　・敷地面積２００㎡以上
　　　　　県産材を６０％以上かつ県産柱材３０本以上使用した在来工法による新築住宅の取得　４０万円/件
　　　　　県産材を７０％以上かつ県産柱材３０本以上使用した在来工法による新築住宅の取得　５０万円/件
　
　（３）県産材住宅の広報・利用促進に寄与した者への表彰

［受益者］ 工務店、製材所、森林所有者、森林組合、林業事業体、木材市場、施主など ［想定される受益者数］ 新築（個人）:180件、リフォーム（個人）:113件

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名 福井県ゆとりと安心の住まい支援事業

H29実績
新築：167件
リフォーム：146件
県産材使用率：43％

住宅のリフォーム補助件数を精査（H29実績見込みを反映
して減額）

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

【新築の件数】
H21：150件、H22：128件、H23：150件、H24：109件、H25：217件

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 3,565
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課長名

■ ■ H19 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 13 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

91,519 95,319 95,319 95,284

114,179 79,469 90,929 66,764

102,723 74,300 88,348

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(40) (42) (43) (43)

40 42 43

(360) (340) (340) (340)

390 290 313

■ 無

□ 有

県産材を活用したふくいの住まい支援事業

部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業主体 県、個人
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助、委託 補 助 金 H32

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

91,719 91,719

定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 91,719

住宅のリフォーム補助件数を精査（H29実績見込みを反映して減額）２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
新築住宅における県産材
使用率（％）

(目標) (50)
ふくいの森林・林業基本計画 （平成３１年度に県産材使用率５０％）

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

　
　H27：補助要件引き上げ（県産材使用率：40％→50％）に伴う、補助単価の増額（200㎡未満：@200千円→@300千円、200㎡以上：@300千円→@400千円）

　H28：住宅の新築補助件数を精査（H27実績見込みを反映して増額）

　H30：表彰にかかる事務的経費を精査

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

　
　富山県：住宅の新築およびリフォーム（上限：40万円）
　・造作材：2万円/㎥、構造材：1万円/㎥、下地材：5千円/㎥

　石川県：住宅の新築およびリフォーム
　・県産材使用量：5～15㎥未満・・・8万円
　・県産材使用量：15㎥以上・・・15万円

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
県産材を使用した補助事
業助成件数（件）

(目標) (293)

実績
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課長名

■ ■ H23 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 9 年

〕

〕

［事業内容］

［受益者］ 民間施設管理者、設計士、市町

■ 無

□ 有

県産材のあふれる街づくり事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助、委託 補 助 金 H31

事業主体 民間施設管理者、設計士、市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額、県1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

［想定される受益者数］ 15件

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕

［事業目的］

　多くの県民が利用する民間施設等において、県産材を使用した木造化や木質化に対する支援を行い、利用者に県産材の良さや活用の意義を広くＰＲすることによ
り、県産材の利用推進を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

関連する県の計画等 〔 ふくいの森林・林業基本計画

　
（３）民間施設等への木製品の導入支援
　　　・県産材を使用した木製品導入支援（導入に係る経費の1/2）
　　　・学校法人、社会福祉法人等への木製品導入支援（上限1,000千円）
　　　・店舗、事業所等への木製品導入支援（上限500千円）
　　　・小学校児童用机・椅子の導入支援（@15,000円×200基）

　
　（１）民間施設の木造化支援
　　　　・延床面積150㎡以上（県産材に係る工事費の1/2：上限2,000千円）
　　　　・延床面積150㎡未満（県産材に係る工事費の1/2：上限1,000千円）
　　　　・構造設計に係る経費の1/2（上限1,000千円）　※延床面積：500㎡超に限る

　（２）民間施設の内外装の木質化支援
　　　　・延床面積300㎡以上　板材等5,000円/㎡（上限1,000千円）
　　　　・延床面積300㎡未満　板材等5,000円/㎡（上限　300千円）

ビジョン  〔 元気な産業

政　　策  〔 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ

　木造化：2件（県産材使用量：23.85㎥、補助額：1,565千円）
　木質化：8件（県産材使用量：16.5㎥、補助額：3,522千円）
　木製品：5件（県産材使用量：7.47㎥、補助額：3,043千円）

事業実績を踏まえた予算額の見直し

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 4,030
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課長名

■ ■ H23 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 9 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

18,700 21,920 14,150 14,150

9,293 8,480 9,476 8,914

8,288 7,869 8,280

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(40) (170) (177) (177)

77 209 128

(40) (22) (21) (21)

15 10 15

■ 無

□ 有

県産材のあふれる街づくり事業

部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業主体 民間施設管理者、設計士、市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助、委託 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

10,120 10,120

定額、県1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

　
　H27：民間児童施設木質化メニューの追加

　H28：県産材を使用した商業施設の新築や小学校児童用の机・椅子の導入に対する支援を追加

　H29：木製品導入支援の追加および事業実績を踏まえた予算額の見直し

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 10,120

事業実績を踏まえた予算額の見直し２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
県産材使用量（原木量）
（㎥）

(目標) (177) 民間施設木造化：3件（15㎥/件）　木質化等：9件（1㎥/件）
小学校机、椅子：6校（100台：0.6㎥/台）

実績

決 算 額 の 推 移

他県の状況

　石川県：県産材使用量：5～15㎥未満・・・8万円
　　　　　県産材使用量：15㎥以上・・・15万円

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 補助件数（件）
(目標) (18) 民間施設への支援：12件

公立小学校への机・椅子の補助：6校（100台）
実績

前年度までの
主な増減理由
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課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

［受益者］ ○県内製材業者等

■ 無

□ 有

ふくい県産材都市圏販路開拓事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木 清史

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕

［事業目的］

　住宅着工戸数が減少する中、県産材（A材）の新たな需要先の確保のため、人口が多く需要規模が大きい都市圏において新たな販路を開拓し、A材の需要確保と利用
拡大を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

関連する県の計画等 〔 ふくいの森林・林業基本計画
ビジョン  〔 元気な産業

政　　策  〔 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ

　　（１）県産材製品の首都圏等における大規模建築・建材展への出展（県外への出展　6月：大阪、10月：愛知、11月：東京）
　
　　（２）県産材製品の県内外における、商談会の実施

［想定される受益者数］ 19社

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

都市圏における県産材製品の販売量　165㎥
（原木量　550㎥）

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 3 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

8,847 8,847

8,847 8,847

8,847

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(500) (1,000)

550

(20) (20)

38

■ 無

□ 有

ふくい県産材都市圏販路開拓事業

部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木 清史

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

8,847 8,847

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 8,847

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
都市圏における県産材製
品の販売量（原木量）
（㎥）

(目標) (2,000)
政策合意による目標値

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

富山県　：無し
石川県　：無し
愛媛県　：H22～　7,000千円
　　　　　　　　　・知事によるトップセールス等　5,000千円
　　　　　　　　　・展示会への出展　　　　　　　2,000千円

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
建築・建材展への出展お
よび商談数（件）

(目標) (20)

実績
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課長名

■ ■ H27 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

［受益者］ 就業希望者、新規就業者

■ 無

□ 有

林業担い手確保・定着事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営（委託）、補助 補 助 金 H32

事業主体 県、Ｉターン就労研修生
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕

［事業目的］

　林業事業体における労働力の減少が進む中、都市圏におけるＵ・Ｉターン者や林業の就職希望者に対する就業相談会や体験研修を行い、県外からの新規就業者を呼
び込み、本県の林業の担い手確保・定着を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

関連する県の計画等 〔 ふくいの森林・林業基本計画
ビジョン  〔 元気な産業

政　　策  〔 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ

　（１）都市圏でのＵ・Ｉターン者を対象とした就業相談会の開催
　
　（２）就業希望者に対する体験研修会の実施

　（３）Ｉターン就労研修生に奨励金を給付（６００千円／年を２年以内）※研修終了後５年以上の就業が条件

［想定される受益者数］ 17名（就業者12名、新規就業者5名）

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　
　奨励金の給付者数（県外からの移住者）：4名

事業実績を踏まえた予算額の見直し

□ 拡充 ■ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 600
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課長名

■ ■ H27 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

3,650 3,650 3,650

3,650 2,350 1,950 1,200

2,023 1,949

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(40) (40) (50) (50)

40 41 49

(5) (5) (5) (5)

2 3

□ 無

■ 有

林業担い手確保・定着事業

部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業主体 県、Ｉターン就労研修生
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営（委託）、補助 補 助 金 H32

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

3,050 3,050

定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 3,050

事業実績を踏まえた予算額の見直し２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 新規林業就業者数（人）
(目標) (50)

Ｈ２９実績を踏まえた目標設定

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名 ふくい林業カレッジ研修事業

（役割分担）

　林業担い手確保・定着事業において実施する就業説明会や林業体験
会を通じて、ふくい林業カレッジ研修事業における定員を確保する。

活動指標 奨励者の給付者数（人）
(目標) (5)

実績
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課長名

■ ■ H28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

［受益者］ 就業希望者、新規就業者

■ 無

□ 有

ふくい林業カレッジ研修事業（森の担い手育成コース）

区分 拡充 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営（委託）、補助 補 助 金 H31

事業主体 県、林業従事者確保育成基金
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕

［事業目的］

　「ふくい林業カレッジ」を運営し、就業前の若い世代等に森林・林業の専門知識などを習得させることにより、将来の福井の林業を担う人材を育成する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

関連する県の計画等 〔 ふくいの森林・林業基本計画
ビジョン  〔 元気な産業

政　　策  〔 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ

　（１）林業就業を希望する新卒者等に対し、森林・林業の知識や国・県の施策などの座学研修、チェーンソ-等の技術の習得、クレーン運転等の資格取得や現場で技術を学ぶ
　　　 インターンシップ等を実施（※研修期間は１年（２００日）で定員は１０名）

　（２）研修生に対し、国の「緑の青年就業準備給付金」による給付金を支給（年間最大150万円）

［想定される受益者数］ 10名

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　
　H29のカレッジ卒業生6人全員が、県内林業事業体へ就業
　（うち、県外からの就業者：1名）

より即戦力となる人材を育成するため、高性能林業機械を
活用した現場技術、ＩＣＴを活用した現場技術習得のため
の研修を追加

■ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

5,073 25,751 25,751

20,860 15,167 17,706

20,860 15,167

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(40) (40) (50) (50)

40 41 49

(5) (10) (10)

9 6

□ 無

■ 有

ふくい林業カレッジ研修事業（森の担い手育成コース）

部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業主体 県、林業従事者確保育成基金
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 拡充 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営（委託）、補助 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

33,646 15,000 18,646
国庫：森林病害虫等防除事業費補助金

定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 33,646

より即戦力となる人材を育成するため、高性能林業機械を活用した現場技術、ＩＣＴを活用
した現場技術習得のための研修を追加

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 新規林業就業者数（人）
(目標) (50)

Ｈ２９実績を踏まえた目標設定

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

　
　H29：定員増（5名→10名）および資格取得費用増による増額

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

　
　平成30年度において、全国で18府県が開講

関連事業の有無・
役割分担

事業名 林業担い手確保・定着事業

（役割分担）

・県外の林業就業を希望するＵＩターン者を確保し、林業カレッジで
　育成を図る。

活動指標
林業カレッジ研修生
（人）

(目標) (10)

実績
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課長名

■ □ H26 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 6 年

〕

〕

［事業内容］

［受益者］ 森林所有者

■ 無

□ 有

木質バイオマス発電用燃料供給拡大支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

事業主体 福井県木質バイオマス燃料安定供給協議会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕

［事業目的］

　木質バイオマス発電への燃料の安定供給を図るため、低コスト生産技術を習得し、効率的、安定的な供給が図られるまでの間、間伐材（Ｃ材）の収集・運搬にかか
る必要経費の支援を行い、間伐材の搬出拡大を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

関連する県の計画等 〔 ふくいの森林・林業基本計画
ビジョン  〔 元気な産業

政　　策  〔 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ

　・発電用間伐材（Ｃ材）の収集・運搬にかかる経費に対する支援
　　　　実施主体　　木質バイオマス燃料安定供給協議会
　　　　補 助 額      1,700円/㎥

［想定される受益者数］ 6,000人（2,000人／年）

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　
　平成29年度のバイオマス発電施設への間伐材搬出量：6.8万㎥
　（うち、補助対象：6.3万㎥）

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ □ H26 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 6 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

- 107,100 107,100 107,100

- 107,100 107,100 107,100

107,100 107,100 107,100

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(111,000) (113,000) (136,000) (138,000)

122,089 134,109 126,697

(63,000) (63,000) (63,000) (63,000)

63,003 68,042 68,654

□ 無

■ 有

、

木質バイオマス発電用燃料供給拡大支援事業

部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業主体 福井県木質バイオマス燃料安定供給協議会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

107,100 107,100

定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 107,100

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
県全体の間伐材生産
（㎥）

(目標) (140,000)
ふくいの森林・林業基本計画 （平成３１年度に１４万㎥）

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

富山県　：900円/㎥
石川県　：無し
長野県　：3,500円/㎥
鳥取県　：2,800円/㎥
ほか

関連事業の有無・
役割分担

事業名 間伐材搬出拡大事業

（役割分担）

　当事業はバイオマス発電施設への発電用間伐材の補助であり、間伐
材搬出拡大事業は、それ以外のＢ・Ｃ材への支援

活動指標 発電用燃料供給量（㎥）
(目標) (63,000)

実績
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課長名

■ □ H27 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

［受益者］ 林業事業体

■ 無

□ 有

間伐材搬出拡大事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

事業主体 福井県間伐材等共同出荷組合
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕

［事業目的］

　間伐材搬出において、採算の合いにくいＢ・Ｃ材の収集・運搬にかかる経費を支援することにより、間伐材の搬出拡大を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

関連する県の計画等 〔 ふくいの森林・林業基本計画
ビジョン  〔 元気な産業

政　　策  〔 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ

　間伐材（Ｂ・Ｃ材）の収集・運搬にかかる経費に対する支援

　　　実施主体　　福井県間伐等共同出荷組合

　　　補 助 額      1,700円/㎥

［想定される受益者数］ 35事業体

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　
　H29：（発電用を除く）B・C材の間伐材生産量　3.3万㎥

計画量による減額

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ □ H27 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

47,600 51,000 56,100 59,500

47,600 51,000 56,100 59,500

47,600 51,000 56,100

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(111,000) (113,000) (136,000) (138,000)

122,089 134,109 126,697

(28,000) (30,000) (33,000) (35,000)

28,000 33,261 33,298

□ 無

■ 有

、

間伐材搬出拡大事業

部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業主体 福井県間伐材等共同出荷組合
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

56,100 56,100

定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 56,100

計画量による減額２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
県全体の間伐材生産
（㎥）

(目標) (140,000)
ふくいの森林・林業基本計画 （平成３１年度に１４万㎥）

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

H28、H29、H30：計画量による増額

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

富山県　：900円/㎥
石川県　：無し
長野県　：3,500円/㎥
鳥取県　：2,800円/㎥
ほか

関連事業の有無・
役割分担

事業名 木質バイオマス発電用燃料供給拡大支援事業

（役割分担）

・木質バイオマス発電施設への発電用間伐材に対する補助事業

活動指標
（発電用を除く）ＢＣ材
の間伐材生産量（㎥）

(目標) (35,000)

実績
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課長名

■ ■ H22 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 10 年

〕

〕

［事業内容］

［受益者］ 地域木材生産組合

■ 無

□ 有

コミュニティ林業支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 県、補助 補 助 金 H31

事業主体 地域木材生産組合
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕

［事業目的］

　集落を単位とした組織化を図ることにより、集落の所有者が協力しながら、計画的・効率的な木材生産を行い、山ぎわの景観保全など総合的に森林整備を促進す
る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

関連する県の計画等 〔 ふくいの森林・林業基本計画
ビジョン  〔 元気な産業

政　　策  〔 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ

　（１）組織づくりへの支援
　　　　　地域木材生産組合の設立、木材生産計画の策定（森林の簡易な評価、所有者の意向把握、経費の精算方法の取り決め、川下との出荷協定など）
　　　　　合意形成活動（木材生産計画策定に向けた合意形成等）への支援

　（２）基盤づくりへの支援
　　　　　施設整備（伐出した木材をストック、選別するための林内土場の設置等）への支援
　　　　　森林整備（景観の向上や獣害対策のために行う人工林の下枝払い等）への支援
　　　　　作業道管理（既設作業道の管理等）への支援

［想定される受益者数］ 20集落/年

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

・平成29年度の設立集落数：20集落（累計：115集落） □ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H22 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 10 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

28,174 28,174 28,174 28,174

28,174 29,104 28,174 28,174

27,229 28,995 28,083

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(111,000) (113,000) (136,000) (139,000)

122,089 134,109 126,797

(20) (20) (20) (20)

20 20 20

■ 無

□ 有

コミュニティ林業支援事業

部局名 農林水産部 課名 県産材活用課 鈴木　清史

事業主体 地域木材生産組合
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 県、補助 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

28,174 28,174

定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 28,174

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
県全体の間伐材生産
（㎥）

(目標) (140,000)
ふくいの森林・林業基本計画 （平成３１年度に１４万㎥）

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

H27：設立集落数の増（10集落→20集落）

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
富山県：なし
石川県：なし

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 設立集落（箇所）
(目標) (20)

実績
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